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（実績見込み）

国民医療費 後期高齢者医療費（75歳以上）

34.8
兆円

36
兆円

37.4
兆円

38.6
兆円

39.2
兆円

40.1
兆円

40.8
兆円

※ （ ）内は後期高齢者医療費の国民医療費に占める割合

うち、
13.3兆円
（34.5％）

うち、
12兆円
（33.4％）

うち、
12.7兆円
（34％）

うち、
11.4兆円
（32.8％）

うち、
13.7兆円
（34.9％）

うち、
14.2兆円
（35.4％）

うち、
14.5兆円
（35.6％）

（出典）平成２５年度国民医療費の概況、後期高齢者医療事業状況報告（平成25年度（年報））、GDPは内閣府発表の国民経済計算による。
（注）2014年度の国民医療費（及び後期高齢者医療費。以下同じ。）は実績見込みである。2014年度分は、2013年度の国民医療費に2014年度の概算医療費の伸び率を乗じることによって推計。

医療費の動向
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平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

(2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014)

医療費の伸び率 ① 2.0% 3.4% 3.9% 3.1% 1.6% 2.2% 1.8%

診療報酬改定の影響
（消費税対応分を除く）

② -0.82% 0.19% 0.004% -1.26%

人口増の影響 ③ -0.1% -0.1% 0.0% -0.2% -0.2% -0.2% -0.2%

高齢化の影響 ④ 1.3% 1.4% 1.6% 1.2% 1.4% 1.3% 1.2%

診療報酬改定のうち、
消費税対応の影響

⑤ － － － +1.36%

その他 （①-②-③-④-⑤）
・医療の高度化
・患者負担の見直し 等

1.5% 2.2% 2.1% 2.1% 0.4% 1.1% 0.6%

制度改正
H20.4

未就学２割負担

注１：医療費の伸び率は、平成25年度までは国民医療費の伸び率、平成26年度は概算医療費（審査支払機関で審査した医療費）であり、医療保険と
公費負担医療の合計である。

注２：平成26年度の高齢化の影響は、平成25年度の年齢階級別（５歳階級）国民医療費と平成26年度の年齢階級別（５歳階級）人口からの推計である。
注３：「診療報酬改定のうち、消費税対応の影響」とは、消費税率引上げに伴う医療機関等の課税仕入れにかかるコスト増への対応分を指す。
注４：平成26年度における診療報酬改定の改定率は、②と⑤を合計した0.10％であった。

医療費の伸び率の要因分解

近年の医療費の伸び率を要因分解すると、「高齢化」で1.5％前後の伸び率となっている。

※ 「その他」の要因には、医療の高度化、患者負担の見直し等種々の影響が含まれる。
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平成25年度 国民医療費の構造

≪国民医療費総額（40兆610億円）の内訳≫

○ 平成25年度における国民医療費総額は、40兆610億円 （人口１人当たり国民医療費31万4,700円）。
○ 財源別にみると、公費は15.5兆円（38.8％）、保険料は19.5兆円（48.7％）、患者負担等は5兆円（12.5％）
○ 診療種類別にみると、医科診療が28.7兆円（71.8％）、歯科診療2.7兆円（6.8％）、薬局調剤が7.1兆円（17.8％）
○ 医療機関の費用構造は、人件費が18.6兆円（46.4％）、医薬品が8.9兆円（22.3％）、材料費が2.6兆円（6.4％）

公 費
15.5兆円（38.8％）

保険料
19.5兆円（48.7％）

その他 ※１
5兆円（12.5％）

国 庫
10.4兆円
（25.9％）

地 方
5.2兆円
（12.9％）

事業主
8.1兆円
（20.3％）

被保険者
11.4兆円
（28.5％）

患者負担
4.7兆円
（11.8％）

医科診療
28.7兆円（71.8％）

※うち、入院医療費15.0兆円（37.4％）／入院外医療費13.8兆円（34.4％）

歯科診療
2.7兆円
（6.8％）

薬局調剤
7.1兆円
（17.8％）

医療サービス従事者
（医師、歯科医師、薬剤師、看護師等）

18.6兆円（46.４％）

医薬品
8.9兆円（22.3％）

委託費
1.9兆円
（4.8％）

医療材料
（診療材料、給食材料等）
2.6兆円（6.4％）

経費、その他
（光熱費、賃借料、

支払利息等）
8.0兆円（20.0％）

【財源別内訳】

【診療種類別内訳】

【医療機関の費用構造】※３

※１ 患者負担及び原因者負担（公害健康被害の補償等に関する法律及び健康被害救済制度による救済給付等）
※２ 入院時食事・生活医療費：0.8兆円（2.0％）、訪問看護医療費：0.1兆円（0.3％）、療養費等：0.6兆円（1.4％）
※３ 「平成25年度国民医療費」及び「医療経済実態調査（平成27年）」の結果等に基づき推計

その他
※２

※国民健康保険の保険料が含まれている。

出典：「平成25年度 国民医療費」 3



診療報酬とは…

○ 具体的な診療報酬は、原則として実施した医療行為ごとに、それぞれの項目に対応した点数が加えられ、
１点の単価を１０円として計算される。

（例）盲腸で入院した場合、初診料、入院日数に応じた入院料、盲腸の手術代、検査料、薬剤料と加算される。

○ 厚生労働大臣が中央社会保険医療協議会（中医協）の議論を踏まえ決定。

診療報酬とは

○ 診療報酬とは、保険医療機関及び保険薬局が保険医療サービスに対する対価として受け取る報酬。

○ 診療報酬は、「技術・サービスの評価」と「物の価格評価」から構成されており、医科・歯科・調剤の
それぞれについて、個々の技術、サービスを点数化して評価。

※ 医薬品・医療材料については薬価基準・材料価格基準で価格を定める。

※ 診療報酬の全体像の医科、歯科、調剤における国民医療費の割合については、厚生労働省「平成25年度国民医療費」から作成。推計額であることに留意。 4



（例） ● 急性虫垂炎にて入院。

● 入院当日に脊椎麻酔下に開腹虫垂切除術施行。手術当日夜から食事開始し、４日間入院。

診療報酬のイメージ

（入院基本料）
入院の際に行われる
基本的な医学管理、看
護、療養環境の提供を
含む一連の費用を評
価したもの。
簡単な検査、処置等
の費用を含み、病棟の
種別、看護配置、平均
在院日数等により区分
されている。

※療養病棟入院基本料
については、その他の
入院基本料の範囲に加
え、検査、投薬、注射及
び簡単な処置等の費用
が含まれている。

（入院基本料等加算）

人員の配置、特殊な
診療の体制等、医療
機関の機能等に応じて
一日毎又は一入院毎
に算定する点数。

5

画像診断

その他

（自己負担割合３割の場合の一部負担金 47,010円）

※一部の病院については、急性期入院医療を対象に包括払い制度（ＤＰＣ制度）を導入し、１日の診療報酬を包括払いしている。
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（例） ● 発熱等の症状で診療所を外来受診。

● かぜ症候群と診断され、解熱鎮痛剤３日分を院外処方される。

○ 処方箋に基づき保険薬局で調剤を受ける。

調剤報酬のイメージ

○ 調剤基本料 ４１点

○ 調剤料 １５点
（内訳）3日分の処方＝５点×３日

○ 薬学管理料 ４１点

○ 薬剤料 １５点
（内訳） カロナール錠200mg × 2錠 × １日３回

計 １１２点

医療費合計１，１２０円
（自己負担割合３割の場合の一部負担金 ３４０円）



保険医療機関等
（病院、診療所、調剤薬局 等）

審査支払機関
（社会保険診療報酬支払基金
国民健康保険団体連合会）

① 保険料（掛金）の支払い

③ 診療報酬の請求

⑥ 診療報酬の支払い

保険診療の流れ

保険医

②診療サービス
（療養の給付）

②一部負担金
の支払い

④審査済の請求書
の送付

審査

⑤請求金額
の支払い

医療保険者被保険者（患者）

普段、患者が診療を受ける際に関与する部分

保険診療における全体の流れについては、以下のフローチャートのとおり。
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診療報酬改定は、

① 予算編成過程を通じて内閣が決定した改定率を所与の前提として、

② 社会保障審議会医療保険部会及び医療部会において策定された「基本方針」に基づき、

③ 中央社会保険医療協議会において、具体的な診療報酬点数の設定等に係る審議を行い

実施されるものである。

○社会保障審議会で決定された「基本方針」
に基づき審議

○個別の診療報酬項目に関する点数設定
や算定条件等について審議

中央社会保険医療協議会

○基本的な医療政策について審議

○診療報酬改定に係る「基本方針」を策定

社会保障審議会
医療保険部会・医療部会

○予算編成過程を通じて改定率を決定

内閣

診療報酬改定の流れ

【中央社会保険医療協議会の委員構成】
支払側委員と診療側委員とが保険契約の両当事者として協議し、公益委員がこの両者を調整する「三者構成」
① 支払側委員（保険者、被保険者の代表） ７名
② 診療側委員（医師、歯科医師、薬剤師の代表） ７名
③ 公益代表 ６名（国会同意人事） 8



医療・介護サービスの提供体制の改革の趣旨

○ ２０２５年には団塊の世代が７５歳以上となり、３人に１人が６５歳以上、５人に１人が７５歳以上となります。今後、
高齢化が進むと医療や介護を必要とする方がますます増加しますが、現在の我が国の医療・介護サービスの提供
体制のままでは十分対応できないと見込まれています。

○ 例えば、医療については、入院患者が増えると、救急患者の受入れを断る事例が増えるのではないか、退院して
在宅に帰りたいが往診してくれる医師が見つからないのではないかなどといった不安があります。

○ また、介護については、介護度が重度になったり、一人暮らしや老夫婦だけになっても、安心して暮らすことが
できるか、在宅で暮らすことができなくなった時の施設が十分にあるか、認知症になっても地域で生活を続けていく
ことができるかなどといった不安があります。

○ このため、高度な急性期医療が必要な患者は、質の高い医療や手厚い看護が受けられ、リハビリが必要な患者
は身近な地域でリハビリが受けられるようにする必要があります。同時に、退院後の生活を支える在宅医療や介護
サービスを充実し、早期に在宅復帰や社会復帰ができるようにするとともに、生活支援や介護予防を充実させ、住み
慣れた地域で長く暮らすことができるようにする必要があります。
２０２５年を見据え、限られた医療・介護資源を有効に活用し、必要なサービスを確保していくため、こうした改革を
早急に実施することが不可欠です。
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認知症高齢者数の推計

世帯主が６５歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計今後の高齢化の見込み
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2010年 2015年 2025年 2055年
65歳以上高齢者
人口（割合）

2,948万人
（23.0%）

3,395万人
（26.8%）

3,657万人
（30.3%）

3,626万人
（39.4%）

75歳以上高齢者
人口（割合）

1,419万人
（11.1%）

1,646万人
（13.0%）

2,179万人
（18.1%）

2,401万人
（26.1%）
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2025年までの65歳以上人口の増加数

2010年65歳以上人口

2025年までの各県の65歳以上人口増加数が、全国の65
歳以上人口増加数に占める割合

都道府県別高齢者人口（65歳以上）の増加数
（2010年 → 2025年）

東京都、大阪府、神奈川県、埼玉県、愛知
県、千葉県、北海道、兵庫県、福岡県で、
2025年までの全国の65歳以上人口増加数の

約６０％を占める

○ 高齢化の進展には地域差があり、今後、首都圏をはじめとする都市部を中心に、高齢者数が増加するこ
とが予想される。

高齢者数増加の地域差について

出典：国勢調査（平成22年）
国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成24年1月）

（人） （割合）
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高齢化の進展により、医療ニーズが、がんなどを原因とする慢性疾患を中心とするものに変化。
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死亡率

主な疾患別の死亡率の推移

出典：「人口動態統計（1947～2011年）」

（人口10万対）
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出典：2010年以前は厚生労働省「人口動態統計」による出生数及び死亡数（いずれも日本人）
2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

(千人)

○ 今後も、年間の死亡数は増加傾向を示すことが予想され、最も年間死亡数の多い2040年と2015年で
は約36万人/年の差が推計されている。

死亡数の将来推計

死亡数の将来推計

推計
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出典：平成25年人口動態調査

死亡の場所（年次推移）

○ これまで、自宅等における死亡が減少し、医療機関における死亡が増加する傾向にあった。

○ 近年、医療機関以外の場所における死亡が微増する傾向にある。

死亡の場所別にみた年次別死亡数百分率
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終末期の療養場所に関する希望

出典）厚生労働省 「終末期医療に関する調査」（各年）

自宅で最期まで療養することが困難な理由（複数回答）

14※厚生労働省「終末期医療に関する調査」においては、全国の満20歳以上の男女から5,000人を層化二段無作為抽出法にて抽出し、客体としている。



地域包括ケアシステム（医療介護総合確保促進法第２条第１項）

地域の実情に応じて、

高齢者が、可能な限り、

住み慣れた地域でその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、

医療、介護、介護予防、

住まい及び自立した日常生活の支援が

包括的に確保される体制
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【出典】 地域包括ケア研究会
「 地域包括ケアシステムを構築する
ための制度論等に関する調査研究事
業報告書」（H26年3月）



持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括
ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療法、介護保険法等の関係法律について所要の整備等を行う。

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（医療介護総合確保促進法関係）
①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等）のため、消費税増収分を

活用した新たな基金を都道府県に設置

②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係）
①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等を報告し、都道府県は、それをもとに
地域医療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の将来のあるべき姿）を医療計画において策定

②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け

３．地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化（介護保険法関係）
①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に移行し、多様化
※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業

②特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化

③低所得者の保険料軽減を拡充

④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ（ただし、一般の世帯の月額上限は据え置き）

⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加

４．その他
①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を新設

②医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ

③医療法人社団と医療法人財団の合併、持分なし医療法人への移行促進策を措置

④介護人材確保対策の検討（介護福祉士の資格取得方法見直しの施行時期を27年度から28年度に延期）

公布日（平成26年６月25日）。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。

概 要

趣 旨

施行期日

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（概要）
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診療報酬と地域医療介護総合確保基金との関係

・ 診療報酬は、国民皆保険の下、国民に必要な医療サービスの対価として設定されるものであり、全国
一律の点数設計が原則。（改定率については、物価･賃金の動向、医療機関の収支状況、対応が必要
な医療課題（地域包括ケア等）などを勘案して決定。 ）

・ 一方、基金は、特定の事業を促進し、地域の実情に応じた課題解決に対応するもの。

診療報酬と基金との関係

（対象事業）
１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備
に関する事業
２ 居宅等における医療の提供に関する事業
３ 介護施設等の整備に関する事業
４ 医療従事者の確保に関する事業
５ 介護従事者の確保に関する事業

⇒ 診療報酬と地域医療介護総合確保基金を車の両輪として、医療提供体制の改革を実行。

１．地域医療介護総合確保基金の設置

○ 都道府県は、市町村計画の事業をとりまとめ、以下の５つの
事業を対象として、地域の実情に応じ、事業計画である都道府
県計画を策定。

２．地域医療介護総合確保基金の対象事業

○ 地域医療介護総合確保基金は、都道府県に設置。

≪cf.地域医療介護総合確保基金の仕組み≫
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医療機能の現状と
今後の方向を報告

都
道
府
県

○ 昨年の通常国会で成立した「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が
「地域医療構想」を策定。（法律上は平成30年３月までであるが、平成２８年半ば頃までの策定が望ましい。）
※ 「地域医療構想」は、２次医療圏単位での策定が原則。

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を
作成。平成２７年３月に発出。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を
策定し、更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療
需要と必要病床数を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（２次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、 医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えにくい） 医療機能

を自主的に
選択

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、「地域医療構想調整会議」
で議論・調整。
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医療機能の分化・連携と、地域包括ケア
システムの構築を一体的に推進

平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成３０年度

同時改定
（予定）

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金

総合確保方針

医療計画
基本方針

病床機能報告

医療介護
総合確保法

改正医療法

改正介護保険法

総合確保方針

介護保険事業
（支援）計画策定

医
療
計
画

策
定

介
護
保
険
事
業

（支
援
）計
画
策
定

介護保険事業
計画基本指針

介護保険事業
計画基本指針

・2025年度までの
将来見通しの策定

介護報酬改定 診療報酬改定（予定）

基金造成・執行

地域医療構想（ビジョン）の策定

第6期介護保険事業（支援）計画に位置付けた施策の実施

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策

・介護サービスの拡充／・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア会議、認知症
施策、生活支援・介護予防等の推進

第6次医療計画 第７次医療計画
第７期介護保険
事業計画第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

病床機能分化・
連携の影響を
両計画に反映

医療保険制度改革法案の成立
（平成２７年５月２７日）

必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる

地域医療構想の
ガイドライン（年度末）

・医療保険制度の財政基盤の安定化
・保険料に係る国民の負担に関する公平の確保
・保険給付の対象となる療養の範囲の適正化 等

医療保険制度改革

医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール

病床機能報告 病床機能報告

＋

病床機能報告
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保健医療ニーズの増大、社会環境・
価値の多様化、格差の増大、グロー
バル化の進展

単なる負担増と給付削減による現行
制度の維持を目的とするのではな
く、価値やビジョンを共有し、新た
な「社会システム」としての保健医
療の再構築が必要

世界最高の健康水準を維持すると同
時に、保健医療分野における技術や
システムの革新を通じて我が国の経
済成長や発展の主軸として寄与

財政再建にも真摯に向き合い、我が
国の経済財政に積極的に貢献

少子高齢社会を乗り越え、日本がさ
らに発展し、これから高齢化に直面
する国際社会をリードすることで、
健康長寿大国としての地位を確立

これから20年後の社会と経済の変化に対応するため、パラダイムシフトが必要

量の拡大 質の改善

患者の価値
中心

保健医療のパラダイムシフト

統合発散

これまで 2035年に向けて

2035年に向けての課題と展望

行政による
規制

当事者による
規律

キュア中心 ケア中心

インプット
中心
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平成18年度改定 平成20年度改定 平成22年度改定

「
重
点
課
題
」
等

―

産科や小児科をはじめとする病院勤務
医の負担の軽減

１．救急、産科、小児、外科等の医療の再建

・医師以外の書類作成等
・ハイリスク妊産婦や母胎搬送
・専門的な小児医療
・診療所の夜間開業
・大病院の入院医療の比率向上

・地域連携による救急患者の受入れ
・新生児等の救急搬送を担う医師
・後方病床・在宅療養の機能強化
・手術の適正評価

２．病院勤務医の負担軽減（医療従事者の
増員に努める医療機関への支援）

・医師以外の医療職等の役割
・地域の医療機関や医療・介護関係職種の連携
・医療クラークの配置

「
改
定
の
視
点
」

医療機能の
分化・連携
の推進

・医療機能の連携体制
・在宅医療や終末期医療
・平均在院日数の短縮
・DPC病院の拡大
・病院と診療所の初再診料

・入院医療の在り方
・DPC病院の在り方・拡大
・医療の結果による質の評価
・医療ニーズに着目した評価
・医介連携等、在宅医療の推進
・歯科医療の充実

・質が高く効率的な急性期入院医療や回復期リハ等
・在宅医療、訪看、在宅歯科医療
・介護関係者も含めた多職種連携

患者にわか
りやすく、
QOLを高め
る医療

・わかりやすい診療報酬体系
・領収書発行の義務付けを視野に入れた患者へ
の情報提供
・生活習慣病等の重症化予防

・わかりやすい診療報酬体系等
・医療機関の明細書の発行
・外来医療への移行
・夕刻以降の診療所の開業
・薬局調剤の夜間休日・24時間対応

・わかりやすい診療報酬体系等
・医療安全対策
・心身の特性やQOLの配慮
・疾病の重症化予防

充実が求め
られる領域
の評価

・産科、小児科、救急医療等
・IT化
・医療安全
・医療技術の評価と保険導入手続の透明化・明確化

・がん医療 ・イノベーション等 ・脳卒中
・自殺・子どもの心 ・医療安全、新技術等
・オンライン化・IT化

・がん医療 ・認知症 ・精神科入院医療
・歯科医療 ・新型インフル等の感染症 ・肝炎
・手術以外の医療技術
・新医療技術や医薬品等のイノベーション

効率化でき
る領域の適
正化

・後発医薬品
・市場実勢価格の反映（医薬品、医療材料、検査等）
・慢性期入院医療 ・入院時の食事
・不適切な頻回受診の抑制
・コンタクトレンズﾞ診療等検査の適正化
・かかりつけ歯科医・薬局

・後発医薬品
・市場実勢価格の反映（医薬品、医療材料、
検査等）
・新技術への置換え

・後発医薬品
・市場実勢価格の反映（医薬品、医療材料、検査等）
・新技術への置換え

過去の診療報酬改定の基本方針における視点等（平成18年度改定～平成22年度改定）
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平成24年度改定 平成26年度改定

「
重
点
課
題
」
等

１．病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減 医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等

・チーム医療の促進
・勤務体制の改善等の取組
・救急外来や外来診療の機能分化

・医療機関相互の連携や医療・介護の連携によるﾈｯﾄﾜｰｸ
・入院医療
（病床の機能分化等）
・外来医療
（外来医療の機能分化、連携）
・在宅医療
（量と質の確保）

２．医療と介護の役割分担の明確化と地域における連携体制
の強化の推進及び地域生活を支える在宅医療等の充実

・医療・介護の連携
・在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携
・看取りに至るまでの医療の充実
・早期の在宅療養や地域生活への復帰
・在宅歯科・在宅薬剤管理、訪看の充実

「
改
定
の
視
点
」

医療機能の分化・
連携の推進

・病院機能にあわせた入院医療
・慢性期入院医療 ・医療提供の困難地域への配慮
・診療所の機能 ・医療機関間の連携

―
※【重点課題】に記載あり

患者にわかりやす
く、QOLを高める
医療

・診療報酬点数表の平易化・簡素化
・医療安全対策
・患者に対する相談支援体制 ・明細書無料発行

・診療報酬点数表の平易化・簡素化 ・医療安全対策
・患者に対する相談指導 ・患者データの提出
・明細書無料発行 ・入院中ADL低下予防

充実が求められる
領域の評価

・がん医療 ・認知症 ・医療技術、医薬品等のイノベーション
・精神疾患 ・歯科医療 ・生活習慣病
・感染症 ・リハビリテーション ・手術等の医療技術

・がん医療 ・認知症 ・イノベーション
・精神科医療 ・歯科医療
・救急医療、小児医療、周産期医療
・リハビリテーション ・投薬管理 ・医療技術

効率化できる領域
の適正化

・後発医薬品
・市場実勢価格の反映（医薬品、医療材料、検査等）
・平均在院日数減少、社会的入院是正
・治療効果が低くなった技術の評価

・後発医薬品
・医薬品、医療機器、検査等の評価
・長期収載品の薬価特例的引下げ
・平均在院日数の減少や社会的入院の是正
・大規模薬局の調剤報酬の適正化

【医療従事者の負担軽減】
・チーム医療 ・医療従事者の負担軽減の取組
・救急外来の機能分化

過去の診療報酬改定の基本方針における視点等（平成24年度改定・平成26年度改定）
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